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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

（１）当社は、「すべてはお客様のために」を経営理念に掲げ、顧客第一を旨とする企業活動を通じて企業価値の向上を図るとともに、豊かで優しい
未来づくりに貢献することが、お客様、株主様、従業員をはじめ全てのステークホルダーの皆様の期待に応えることと捉え、この実現に向けて、経
営の健全性・効率性・透明性を確保する基盤として、コーポレート・ガバナンスを継続的に強化することを経営上の重要な基本方針としております。

（２）当社は、上述の基本方針の下、コーポレート・ガバナンスの更なる向上のため、2025年６月開催の定時株主総会終了後に監査役会設置会社
から監査等委員会設置会社に移行しております。経営に関する監督機能と業務執行機能の分離を促進し、取締役会における充実した審議を通じ
て経営に対する実効性の高い監督を実現することを目的とするものです。「監査等委員会」は、監査等委員である取締役４名で構成され、うち３名
は社外取締役としております。監査等委員は取締役会の他に、社内の重要会議にも積極的に参加するなど執務を行っております。これに伴い、当
社の取締役総数は12名（うち社外取締役６名）となり、十分な議論を行い的確かつ迅速な意思決定ができる体制を整えております。なお、社外取
締役および監査等委員である社外取締役の選任にあたっては、独立性の確保を重視しており、㈱東京証券取引所が定める「独立役員」の要件を
満たしております。また、業務執行にあたっては、当社は早くから執行役員制度を導入していますが、それを「雇用型」と「委任型」に進化させること
で、それぞれの役割を明確化し業務執行機能の強化を図っております。

（３）一方、内部統制がますます重要視されている情勢に鑑み、代表取締役　社長執行役員直轄の「監査部」を置き、管理本部等との連携によりグ
ループ企業を含め業務活動全般に関し、その妥当性や会社資源の活用状況、法律、法令、社内規程の遵守状況について監査業務を遂行してお
ります。また、金融商品取引法の施行に対する内部統制システムの運用徹底に努めております。
（４）更に、株主・投資家等のステークホルダーに対する財務・非財務情報の発信もコーポレート・ガバナンス上の重要な課題の一つと認識し、
様々なステークホルダーとの間の対話を更に促進するため、当社に関する企業情報を、わかりやすく、公平に、かつ適時・適切な情報開示に努め
ております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

当社は、コーポレートガバナンス・コードに制定されている原則について、すべて実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１-４ 政策保有株式】

●政策保有に関する方針

当社は、当社の企業価値向上に寄与する取引関係構築・維持・発展を目的とした上場株式の保有を行います。保有した株式については、当社と
の取引関係、持分利益相当額、配当実績、簿価時価比較などが年１回取締役会へ報告され、定期的に保有継続可否(縮減含む）の確認を行いま
す。なお、特定投資株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報は有価証券報告書に記載しております。

●政策保有株式に係る議決権の行使について

当社は、保有目的を念頭に置き、投資先の経営方針および個別の議案の内容を精査したうえで、投資先および当社の中長期的な企業価値の
向上に資するかどうかを判断材料として、議決権を行使しております。

【原則１-７ 関連当事者間の取引】

　当社が当社役員と関連当事者間の取引を行う場合、役員規程等に基づき取締役会の決議事項としております。また、関連当事者間の取引の有
無について役員全員に対し、毎年度末に「関連当事者取引確認書」の提出を義務付けております。なお、当社が主要株主等と取引を行う場合に
は、権限明細表に基づき取引の内容について、取締役会で審議しております。

【原則２-４ 女性の活用を含む社内の多様性の確保】

【補充原則２－４（１）】

＜多様性の確保についての考え方＞

１．女性の管理職への登用

　2030年代中に女性管理職比率を25％程度にすることを目指し、中長期の目線で、当たり前に女性が活躍する環境づくりを進め、社員の自律的
な成長をサポートしつつ、経験の蓄積、キャリア意識醸成などに持続的に取り組み、中核人財に占める女性比率を高める事を目標としておりま
す。
２．外国人、中途採用者の管理職への登用

　外国人・中途採用者においては、管理職として登用する上で国籍や採用時期によって特段の差が生じているとは認識していない為、現状水準を
維持する事を目標としております。

＜多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標＞

１．女性の管理職への登用

　15.2％〈2026年４月時点〉 目標：2020年代中に17.0％ /2030年代中に25.0％

２．外国人の管理職への登用

　28.3％〈2026年４月時点〉 引き続き現状水準維持



３．中途採用者の管理職への登用

　49.1％〈2026年４月時点〉 引き続き現状水準維持

【原則２-６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定給付企業年金制度及び確定拠出年金制度を併用しております。

確定給付企業年金積立金の管理および運用に関しては、スチュワードシップ・コードの受け入れを表明している資産管理運用機関等に運用を委
託しており、運用状況については定期的に社内担当部門が報告を受けるなど適切に管理しております。

【原則３-１　情報開示の充実】

１．会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社ホームページにおいて、「加賀電子グループの経営理念・行動指針」を掲載しております。

　https://www.taxan.co.jp/jp/company/vision.html

　また、中期経営計画につきましても当社ホームページに掲載しております。

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/management/management_07.html

２．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当報告書「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」「１．基本的な考え方」をご参照くだ

さい。

３．取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するにあたっての方針と手続き

　当報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「【取締役報酬関係】」をご

参照ください。

４．経営陣幹部の選任と取締役候補の指名の方針と手続

　執行役員の選解任につきましては雇用型執行役員規程、上席執行役員以上の役付執行役員の選解任につきましては委任型執行役員規程に
基づき、グループ経営本部会議および指名・報酬委員会による審議を行った上で、取締役会にて決定しております。

　取締役候補の指名につきましては、「人格・識見を有し、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資する人物」を選任の要件
とし、指名にあたっては、指名・報酬委員会にて審議を行った上で取締役会に対して答申し、取締役会はその答申を受け、審議し決定しておりま
す。

　監査等委員である取締役候補の指名につきましては、「監査等委員にふさわしい人格であり、高い専門知識や豊富な経験を有する人物」を選任
の要件とし、取締役候補の指名にあたっては、指名・報酬委員会の審議を経た上で監査等委員の同意を得た後に、取締役会に対して答申し、取
締役会ではその答申を受け、審議し決定しております。

　なお、取締役会の任意諮問機関である指名・報酬委員会は、社外取締役を委員長とし委員総数の過半を社外取締役とすることで、社外役員の
目による経営監視を徹底しております。
５．当社は、取締役の選解任および指名についての説明を、ニュースリリースや株主総会招集通知等にて適時に行います。
６．当社ホームページにおいて、ここに述べた経営理念や経営戦略、中期経営計画や年度業績に関する経営情報は、日本語および英語にて開示
しております。また、取締役の選解任も含め、㈱東京証券取引所へ適時開示が必要な重要な会社情報につきましても、日本語および英語での同
時開示を心がけております。

【補充原則３－１（３）】

＜サステナビリティについての取組み＞

　当社グループは、CSRならびにサステナビリティの推進を重要な経営課題と捉え、代表取締役　社長執行役員を委員長とする「サステナビリティ
委員会」を設置し、その直下には「環境経営推進」「ダイバーシティ推進」「ガバナンス」「コンプライアンス」「リスクマネジメント」「情報開示」の各専門
委員会を配して、グループ横断的にサステナビリティを推進するマネジメント体制を敷いております。

　この推進にあたっては、同じく社長直下に設置した「サステナビリティ推進部」があたり、経営トップのコミットメントのもと、事業部門とも連携して、
各専門委員会を通じて、ESG課題に対する方針や施策・目標の策定、進捗管理など組織的・体系的にサステナビリティの推進に取り組んでおりま
す。

　2025年度は、サステナビリティ委員会を２回、各直下の専門委員会を原則毎月１回開催し、テーマごとに活発な議論・検討を重ねております。

　2021年11月に策定しました「サステナビリティ中長期経営計画」に則り、各専門委員会において半期ごとに各KPIの進捗状況をサステナビリティ委
員会へ報告し、サステナビリティ委員会では施策の妥当性の検証や追加施策の必要性について確認するというPDCAを回すことで設定したESG課
題の解決に向けて取り組んでおります。その内容は、毎年１回、取締役会へも報告しております。

＜ＴＣＦＤまたはそれと同等の枠組みに基づく開示＞

　環境経営推進委員会が中心となってTCFD提言の枠組みを参照しつつ、気候変動に関する重要な物理的リスク・移行リスクおよび機会として認
識している事項ならびにその対応方針を、当社ホームページのサステナビリティサイトにおいて開示しております。

サステナビリティサイト：

https://www.taxan.co.jp/jp/csr/conservation/index.html

＜人的資本、知的財産への投資等＞

　ダイバーシティ推進委員会を中心に、「ダイバーシティ推進」をテーマに「女性活躍推進」「女性・外国人・中途採用者の管理職への登用」における
多様性の確保を図るとともに、「ワークライフ・マネジメントと生産性向上の両立」をテーマに、働き方の見直しや育児・介護にターゲットを絞った環
境や制度の整備を行い、また、テレワークを恒常的な制度として規程・ルール化しております。

＜健康経営＞

　当社は、2026年も「健康経営優良法人」の認定を受け、４年連続の認定取得となりました。

【補充原則４－１（１）】

　取締役会は経営の基本方針や経営計画の制定、株主総会から委任された事項の決定など、重要な意思決定を行う機関として「取締役会規程」
を制定し、決議事項を明確にしております。また経営の迅速性を確保するために執行役員制度を採用しており、適切な権限移譲を行うべく「職務権
限規程」を制定しております。取締役会は委任すべき執行役員の選任と、その執行を監督する役割を担っております。

【原則４-９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社の社外取締役選任については、㈱東京証券取引所の独立性基準に則り、当社と特別な利害関係がないこととしており、社外取締役の資格
要件を招集通知で開示しております。また、取締役会の機能強化が図れるよう、企業経営者等の豊富な経験と幅広い見識を保有していることを要
件としております。

　なお、佐藤陽一については同氏の所属する法律事務所と当社との間で法律事務等に関する契約がありますが、同氏は同法律事務所パートナー
弁護士ではありませんので、同事務所の経営および実務には関与しておりません。また、大柳京子は当社と顧問契約を締結している社会保険労
務士法人の代表でありますが、取引額は僅少であります。



【補充原則４-10（１）】

＜指名・報酬委員会の構成の独立性に関する考え方、権限、役割等＞

　当社は取締役会の任意諮問機関として指名・報酬委員会を設置しております。指名・報酬委員会は独立社外取締役が過半数を占め、委員長は
独立社外取締役が努めることとしております。取締役・委任型執行役員の指名・報酬、後継者計画などに係る取締役会の機能の独立性・客観性と
説明責任などにつきましては、適切な助言、関与を受け、また指名・報酬委員会の答申を尊重することにより、取締役会の機能の独立性・客観性
および説明責任の強化は適切になされております。

【補充原則４－11（１）】

　当社は、取締役会の機能が最も効果的・効率的に発揮されるよう取締役候補の指名に関しては、専門知識や経歴等が異なる多様性を取締役会

全体で確保することを重視しております。

各取締役のスキルマトリックス、独立社外取締役の経歴等につきましては当社HPおよび第58回定時株主総会招集通知にて開示しております。

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/management/management_03.html

【補充原則 ４－11（２）】

　当社は、定時株主総会招集通知や有価証券報告書において、取締役の重要な兼職を開示しております。取締役の他の上場会社への新規役員
兼職については、適宜取締役会へ報告がなされており、当社の取締役としての役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力は確保され
ております。取締役会への出席状況については定時株主総会招集通知や統合レポート、有価証券報告書にて開示しております。

【補充原則 ４－11（３）】

　当社は、取締役会全体の実効性についての分析・評価を毎年実施しております。

分析・評価方法としては、すべての取締役を対象に取締役会の実効性にかかる項目（取締役会の構成・運営・機能、社外役員への情報提供、ガ
バナンス体制等）について自己採点型アンケートを実施、その結果について分析・評価を行うこととしております。

　2026年４月に実施したアンケートにおいては、取締役会全体の実効性は一定水準確保されていると判断しております。

【補充原則 ４－14（２）】

　当社は、取締役がその役割及び責務を果たすために必要とする経営・コンプライアンス等に関する知識を修得するために必要な機会の提供、費
用の支援をしております。

【原則 ５-１ 株主との建設的な対話に関する方針】

●基本的な考え方

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、株主・投資家の皆様との対話に積極的に取り組んでおります。

１）IRの体制

株主・投資家との対話は、代表取締役　社長執行役員を責任者とし、管理部門担当役員ならびに専任部署としてIR・広報部が対応しております。

２）対話の方法

当社は、報道機関、アナリスト、機関投資家の皆様に対して決算説明会を年２回（５月、11月）開催するほか事業・戦略に関する説明会を適宜開
催しております。また、個別訪問や個別取材にも随時対応しております。

　個人投資家の皆様に対しては、当社ホームページ（IRサイト）に経営方針、事業内容、業績、決算説明会のプレゼンテーション映像および質疑応
答記録などを掲載し情報開示の充実に努めております。さらに、個人投資家向けページを設け、経営計画、業績ハイライト、株主還元などを分かり
やすく掲載しております。また、東京、大阪、名古屋など大都市圏で開催される大規模な個人投資家説明会に定期的に参加するとともに、個別の
問い合わせにも随時対応しております。

３）社内へのフィードバック

株主・機関投資家との対話の内容は、必要に応じ、管理部門担当役員またはIR・広報部より取締役会ならびに関係部門にフィードバックしており
ます。

４）インサイダー情報および沈黙期間

当社では株主・投資家との対話において、インサイダー情報（未公表の重要事実）を伝達することはいたしません。また、社内では「内部情報管
理および内部者取引規制に関する規則」を制定し、インサイダー情報の管理に努めております。なお、四半期決算期末日から当該決算発表日ま
では決算情報に関する対話を控える「沈黙期間」としております。



【資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応】

記載内容 取組みの開示（アップデート）

英文開示の有無 有り

アップデート日付 2026年6月26日

該当項目に関する説明

１．現状認識

　当社は、「中期経営計画 2024」での成果と課題を踏まえ、次代に向けた当社グループの持続的成長の指針として、2025年度（2026年３月期）か

ら2027年度（2028年３月期）までの３ヶ年の経営計画「中期経営計画 2027(2025-2027)」を策定しました。当社が創業60周年を迎える2028年度（202

9年３月期）には、「売上高１兆円企業」の実現を見据えた長期構想の下、前中計で掲げた“グローバル競争に勝ち残る世界に通用する企業”、“我
が国業界No.１企業”の「経営ビジョン」を継承しております。

　「中期経営計画 2027」の基本方針は、「収益性と資本効率を重視した経営により、企業価値を高める」とし、重点施策を「更なる収益力の向上」

「経営基盤の高度化」「SDGs 経営の推進」としております。最終年度となる2027年度（2028年３月期）の経営目標を次の通り定めました。

●2027年度（2028年３月期）経営目標

　　　　前中計最終年度 現中計最終年度　　

　　　　（2024年度実績） （2027年度）

＜１兆円を見据えて最終年度に目指す経営目標＞

　売上高 ： － 8,000億円以上

　営業利益 　　： － 360億円以上

＜オーガニック成長による収益目標＞

　売上高 ： 5,477億円 7,000億円以上　　　　

　営業利益 ： 236億円 350億円以上　　　　

　（営業利益率） （4.3％） （5.0％）

＜資本効率性の指標＞

　ROE 　： 10.8％ 12.0％以上

　[参考：株主資本コスト] ： [9.4％前後] [10％前後]

2022年３月期　2023年３月期　2024年３月期　2025年３月期　2026年３月期　2027年３月期（予想）

売上高 ：　　4,958億円　　　6,080億円　　　5,426億円　　　 5,477億円　　　　6,589億円 6,450億円

営業利益 ：　　 209億円　　　　322億円　　　　 258億円　　　　 236億円 278億円 285億円

親会社株主に帰属する当期純利益　　：　　 154億円　　　　230億円　　　　203億円　　　　 170億円 310億円 200億円

ROE ：　　　 15.7％ 19.6％ 14.5％ 10.8％ 17.8％ 10.5％

株価 ：　　 1,628円 　　　　2,505円 3,190円 2,698円 3,690円 －

PBR ：　　　 0.87倍 1.05倍 1.16倍 0.85倍 0.96倍 －

※株価およびPBRは各年度末日終値で算出

※2025年３月期に株式分割（1：2）を実施しており、それ以前の数値は分割を加味して修正をしております。

２．ROEの考え方

　直近の実績において、ROEは安定的に10％以上を維持し、資本コストを上回る水準で推移しております。

　「中期経営計画 2027」では、基本方針として「資本効率重視」を掲げ、計画最終年度におけるROE目標は、現状の株主資本コスト10％前後を優

に上回る「12.0％以上」と設定しました。ROEは、「当期純利益率」「財務レバレッジ」「総資産回転率」の３つの指標に分解することが出来ますが、そ
れぞれの指標ごとの目安として、下記のとおり、設計しております。

2022年３月期　2023年３月期　2024年３月期　2025年３月期　2026年３月期　　　2028年３月期（目安）

　　　3.1％ 3.8％ 3.7％ 3.1％ 4.7％ 3.0～3.5％

2.4倍 2.0倍 1.9倍 2.0倍 2.0～2.5倍

2.2回 1.9回 1.8回 1.9回 2.0回前後

19.6％ 14.5％ 10.8％ 17.8％ 12.0～15.0％

　　　　7.5％ 8.1％ 10.6％ 9.4％　　　　 11.5％ 10.0％前後

３．今後の取組み方針
　当社のPBRの改善に向けては、株主資本コストを上回るROEを維持・向上させることと併せて、当社の事業の取り組みや成長戦略に対して株式
市場から正当な評価を受けることが重要です。そのために、「中期経営計画 2027」にて策定した諸施策の着実な実行を始めとする、以下の４つの

取り組みに注力してまいります。

施策（１）：「中期経営計画 2027」の着実な実行

　中期経営計画で定めた諸施策の着実な実行により事業成長と収益性の維持・向上に取り組み、計画最終年度における経営目標の実現を目指
します。

施策（２）：株主満足度の向上

　中期経営計画で定めた株主還元方針（①中長期的な利益成長を通じた配当成長の目安としての連結配当性向を「25～35％」から「30～40％」に
引き上げ、②安定的かつ継続的な普通配当の目安として「DOE4.0％」を新たに設定、③機動的な株主還元施策としての特別配当および自己株式
取得の実施）の着実な実行により株主満足度の向上に取り組んでまいります。

当期純利益率
財務レバレッジ

総資産回転率
ROE

：　　

＜参考＞
株主資本コスト

：　　

：　  　

：　　

：　　

　　　2.6倍

　1.9回
　　　15.7％



施策（３）：SDGs経営の推進

　代表取締役　社長執行役員が委員長を務める「サステナビリティ委員会」が中心となって、従前より取り組んでおりますCSRならびにESGへの対
応を深化させ、グループ全社で横断的にSDGs経営を推進してまいります。

2026年３月期は、Scope1～3別のGHG排出量算定を継続するとともに、2023年度排出量を基準として設定した削減目標（2030年度までにScope1
＋2では42％削減、Scope3では25％削減）の目標達成に向け引き続き取り組んでまいります。また、CDPなど外部機関によるESG評価向上にも取
り組んでまいります。

施策（４）：積極的なIR活動の維持・強化

　IR専任組織である「IR・広報部」が中心となって、今後も資本市場への開示情報の拡充や積極的な対話を通じて、当社経営に対する信頼性を一
層高め、資本コストの低減を図ってまいります。

具体的には投資家向けの会社説明会や決算説明会等IRイベントの開催、当社 IRサイトや統合報告書、各種メディア（経済紙誌、専門紙）等を通じ

て定期的な経営情報の発信に一層努めてまいります。加えて、海外も含めた株主・投資家との建設的な対話には、代表取締役　社長執行役員が
中心となって精力的に取り組んでまいります。これらIR活動で寄せられた意見等を取締役会でも共有し、経営戦略のレビュー等に活用してまいりま
す。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,608,400 11.77

株式会社ＯＫＯＺＥ 3,680,000 7.72

加賀電子従業員持株会 3,108,565 6.52

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,949,400 6.19

塚本　勲 1,447,090 3.04

ＴＨＥ　ＢＡＮＫ　ＯＦ　ＮＥＷ　ＹＯＲＫ　ＭＥＬＬＯＮ　１４００４４ 1,116,784 2.34

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５２２３ 1,116,561 2.34

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５１０３ 1,019,598 2.14

日本生命保険相互会社 918,788 1.93

ＳＴＡＴＥ　ＳＴＲＥＥＴ　ＢＡＮＫ　ＡＮＤ　ＴＲＵＳＴ　ＣＯＭＰＡＮＹ　５０５００１ 858,276 1.80

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

１．所有株式数は、2026年３月31日現在です。

２．当社は、自己株式を4,823,392株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

３．保有割合は自己株式を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 卸売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

該当事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 20 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 12 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

6 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

三吉　暹 他の会社の出身者 △

橋本　法知 他の会社の出身者 △

吉田　守 他の会社の出身者 △

橘内　進 公認会計士

佐藤　陽一 弁護士

大柳　京子 その他 ○

※ 会社との関係についての選択項目

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他



会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

三吉　暹 ○
　当社は、三吉　暹氏と2010年８月から、
顧問契約を締結しておりましたが、取締役
就任に伴い契約を終了いたしました。

　企業経営者としての豊富な経験と幅広い知見
を有しており、当該知見を活かして経営全般に
対する監督・助言をいただくことにより当社取締
役会の機能強化が図れることを期待して、社外
取締役として選任しております。

　三吉　暹氏は、過去に当社取引先における業
務執行者でありましたが、既に退職されてお
り、一般株主との利益相反の恐れはないと判
断したため、独立役員として指定しております。

橋本　法知 ○

　当社は、橋本法知氏と2016年７月から、
顧問契約を締結しておりましたが、取締役
就任に伴い契約を終了いたしました。

　また橋本法知氏が2016年６月まで業務
執行者でありました三菱電機株式会社と
当社との間に物品売買等の取引がありま
すが、取引額が両社の売上高に占める割
合は僅少（約0.1％未満、2026年３月期実
績）であります。

　企業経営者としての豊富な経験と高い知見を
有しており、当該知見を活かし経営全般に関し
て特に経営戦略や人事に対する監督・助言を
いただくことにより当社取締役会の機能強化が
図れることを期待して、社外取締役として選任
しております。

　橋本法知氏は、過去に当社取引先における
業務執行者でありましたが、既に退職されてお
り取引額も僅少であることから、一般株主との
利益相反の恐れはないと判断したため、独立
役員として指定しております。

吉田　守 ○

　当社は、吉田　守氏と2024年４月から、
顧問契約を締結しておりましたが、取締役
就任に伴い契約を終了いたしました。

　また吉田　守氏が2016年６月まで業務執
行者でありましたパナソニックホールディ
ングス株式会社と当社との間に物品売買
等の取引がありますが、取引額が両社の
売上高に占める割合は僅少（約0.1％未
満、2026年３月期実績）であります。

　企業経営者としての豊富な経験と高い知見を
有しており、当該知見を活かし経営全般に関し
て特に経営戦略やモノづくり、マーケティング、
ガバナンスなどに対する監督・助言をいただくこ
とにより当社取締役会の機能強化が図れるこ
とを期待して、社外取締役として選任しておりま
す。

　吉田　守氏は、過去に当社取引先における業
務執行者でありましたが、既に退職されており
取引額も僅少であることから、一般株主との利
益相反の恐れはないと判断したため、独立役
員として指定しております。

橘内　進 ○ ○ ―――

　企業経営や公認会計士として財務および会
計に関する豊富な知識、経験を有しており、専
門的見地からの多角的な視点をもったアドバイ
スが期待でき、当社に的確な監査・監督を実施
いただけるものと考え、監査等委員である社外
取締役として選任しております。

　橘内　進氏は当社との特別な利害関係はな
く、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
ものと判断したため、独立役員として指定して
おります。

佐藤　陽一 ○ ○ ―――

　判事および弁護士として長年培われた高度な
法律知識を有しており、法務に関する専門的見
地から当社に的確な監査・監督を実施いただ
けるものと考え、監査等委員である社外取締役
として選任しております。

　佐藤陽一氏は、アルファパートナーズ法律事
務所の弁護士（オブ・カウンセル）を兼務してお
ります。当社はアルファパートナーズ法律事務
所との間に顧問弁護士契約を締結しておりま
すが、同氏は同事務所パートナー弁護士では
なく、同事務所の経営および実務には関与して
いないことから一般株主との利益相反の恐れ
はないと判断したため、独立役員として指定し
ております。

大柳　京子 ○ ○

　大柳京子氏は、社会保険労務士法人さ
くらマネジメントオフィスの代表であり、当
社は同事務所と2004年６月から顧問契約
を締結しておりますが、その取引額が同
事務所の売上高に占める割合は僅少
（３％未満、2026年３月期実績）でありま
す。

　社会保険労務士として豊富な知識、経験を有
しており、働き方改革や人的資本への投資およ
び女性活躍推進などに関する専門的見地から
の多角的な視点をもった的確な監査・監督を実
施いただけるものと考え、監査等委員である社
外取締役として選任しております。

　大柳京子氏は、社会保険労務士法人さくらマ
ネジメントオフィス代表であり、当社は同事務所
との間に顧問契約を締結しておりますが、当社
グループとの取引において、取引額は僅少で
あり、一般株主との利益相反の恐れはないと
判断し、独立役員として指定しております。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 4 1 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　当社の業務分掌規程に監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する定めをおき、監査等委員は監査部を中心として、必要に応じて使用人
に監査業務の補助作業を行わせております。

　なお、監査部等所属の使用人が監査等委員の業務を補助作業する場合には、その作業に関する指揮命令権は監査等委員のみが有することと
し、その異動、評価及び懲戒処分をする場合には監査等委員の同意を必要としております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、PwC Japan有限責任監査法人と監査契約を締結し、法令に基づき監査を受けております。会計監査人は、定期的に監査等委員へ監査

計画の立案ならびに期末の会計監査結果、中間期の期中レビュー結果を報告するとともに、重要な検討事項について意見交換を行っておりま
す。それ以外にも、必要に応じ随時、情報、意見交換を行い、相互の連携を図っております。

　当社は、内部監査部門として監査部を設置しており、監査等委員と連携のもと内部監査を実施しております。具体的には、監査計画について監
査等委員と監査部が事前に協議するとともに、監査結果については、監査部が監査等委員に定期的な報告を行っているほか、監査等委員の必
要に応じ、監査部に対して報告を求めるなど随時連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 5 2 2 3 0 0
社外取
締役



補足説明

指名・報酬委員会の概要

・設置の目的

　取締役、監査等委員、委任型執行役員の指名、報酬等に係る評価・決定プロセスの透明性および客観性を担保することにより、取締役会の監
督機能の強化、コーポレート・ガバナンス体制の充実を図るため、任意の指名・報酬委員会を設置しております。

・指名・報酬委員会の役割・活動状況

　取締役会の諮問に応じて、取締役、監査等委員、委任型執行役員の選任・解任に関する事項、役付取締役の選定・解職に関する事項、取締
役、監査等委員、委任型執行役員の報酬に関する事項、その他経営上の重要事項で、取締役会が必要と認めた事項について審議し、取締役会
に対して答申を行っております。

　指名・報酬委員会は2025年度は５回開催し、主な内容として「取締役・執行役員・監査等委員の選任」、「業績連動報酬の支給額」、「インセンティ
ブ水準検討」などを審議しております。

また、当社グループの企業価値を向上させるため、役員体制、機関設計、業績連動報酬などにつきましては将来に向けた改編などについて検討
を行っております。

・指名・報酬委員会の構成

　取締役会が選定した３名以上の取締役で構成するものとし、その過半数は、独立社外取締役といたします。また、委員長は独立社外取締役から
選定いたします。

現在の構成および2025年度指名・報酬委員会への出席状況は以下のとおりです。

　社外取締役　　　　　　　　　　　橋本 法知（委員長） ５/５回 （100％）

　代表取締役 会長執行役員　　塚本 勲　　５/５回 （100％）

　代表取締役 社長執行役員　　門 良一　　５/５回 （100％）

　社外取締役　　　　　　　　　　　三吉 暹　　５/５回 （100％）

　社外取締役　　　　　　　　　　　吉田 守　　５/５回 （100％）

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

　当社は取締役(監査等委員である取締役および社外取締役を除く。）の報酬については、固定報酬である基本報酬に加えて、業績連動報酬およ
び株式報酬により構成しております。詳細につきましては当報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポ
レート・ガバナンス体制の状況」「【取締役報酬関係】」「報酬の額又はその算定方法の決定方針」をご参照ください。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――



【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

2025年度における、役員報酬の内容は以下のとおりです。なお、法令に従い、一部の取締役について個別開示しております。

報酬等の総額

取締役（監査等委員および社外取締役を除く）６名：支給額822百万円

（固定報酬250百万円、業績連動報酬546百万円、譲渡制限付株式報酬25百万円）

取締役（監査等委員）（社外取締役を除く）　　１名：支給額15百万円

監査役（社外監査役を除く）　　　　　　　　　　　１名：支給額５百万円

社外役員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６名：支給額51百万円

報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額

塚本　　勲 　　　　支給額357百万円

門　　良一 　　　　支給額254百万円

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

・基本方針

　当社の取締役の報酬は、当社の経営理念の実現を実践する優秀な人材を確保・維持し、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十
分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系として、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方
針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬、業績連動報酬および株式報酬により構成し、監督機能を
担う社外取締役および監査等委員である取締役については、その職責に鑑み、基本報酬のみで構成しております。

　また、取締役の報酬の内容については、報酬の内容および決定手続きの両面において、合理性、客観性および透明性を備えるものとしておりま
す。

・基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

　当社の取締役の基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とし、役位、職責等に応じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しなが
ら、総合的に勘案して適宜見直しを図りながら決定するものとしております。

・業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針

　業績連動報酬等は、事業年度ごとの業績向上に対する意識を高めるため業績指標を反映した金銭報酬とし、各事業年度の営業利益、経常利
益および親会社株主に帰属する当期純利益の目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を賞与として、一定の時期に支給しております。
目標となる業績指標とその値は、中期経営計画にて掲げている利益重視経営によるものであり、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を
尊重して見直しを行うものとしております。なお、業績連動報酬の額は、連結業績を勘案しております。

　非金銭報酬等は、当社の持続的な企業価値向上に向けたインセンティブを付与するとともに当社の株式保有を通じた株主との一層の価値共有
を進めることを企図した譲渡制限期間を20年以内とする譲渡制限付株式報酬を、当該事業年度終了後の一定の時期に付与しております。付与す
る株式の個数は、役位、職責、株価等を勘案し指名・報酬委員会の答申を尊重して決定しております。

・金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く。）の種類別の報酬割合については、役位、職責、当社と同程度の事業規模を有する
他社の報酬水準など動向を踏まえ、指名・報酬委員会の答申を尊重して決定しております。

・取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬等の額及び数については、取締役会の委任決議に基づき代表取締役　会長執行役員および代表取締役　社長執行役員がその
具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各取締役の基本報酬額および各取締役の担当事業の業績を踏まえた業績連動
報酬（賞与等）の評価配分並びに譲渡制限付株式報酬の個人別の割当株式数の決定としております。取締役会は、当該権限が代表取締役　会
長執行役員および代表取締役　社長執行役員によって適切に行使されるよう、指名・報酬委員会に原案を諮問し答申を得るものとし、上記の委任
を受けた代表取締役　会長執行役員および代表取締役　社長執行役員は、当該答申の内容を尊重して決定することとしております。

・報酬等の内容の決定を取締役その他の第三者に委任する場合の決定方法に関する事項

　個人別の報酬等の金額及び株式の割当数については、取締役会の委任決議に基づき代表取締役　会長執行役員および代表取締役　社長執
行役員が具体的内容を決定しております。取締役会は、当該権限が代表取締役　会長執行役員および代表取締役　社長執行役員によって適切
に行使されるよう指名・報酬委員会による諮問、答申を得て決定を行う措置を講じるものとしております。

　代表取締役　会長執行役員および代表取締役　社長執行役員は、当社全体の業績、株価、各取締役の役割、各取締役が当社の業績に与えた
影響その他の事情を俯瞰しつつ、指名・報酬委員会の諮問・答申を十分尊重し、取締役の個人別の報酬内容を決定しております。



・取締役および監査等委員の報酬についての株主総会の決議に関する事項等

取締役の報酬限度額は2025年６月26日開催の第57回株主総会において、年額1,200百万円以内（うち社外取締役分200百万円以内。また使用
人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員を含まない取締役の員数は８名（うち、社外取締役は３
名）です。

　また、上記報酬限度額とは別枠で、監査等委員を含まない取締役（社外取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式の付与ために支給する金銭報酬
債権として、年額300百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員を含まない取締役（社外取締役を除く）の員数
は５名です。

　監査等委員の報酬限度額は、年額100百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査等委員の員数は４名です。なお、
監査等委員の報酬については監査等委員の協議により決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　当社は、取締役会事務局を設け、取締役会の審議事項に関する資料を取締役会の会日に先立って、社外取締役を含む全役員に配布し、必要
に応じて社外取締役に補足説明を行うなど、適切に情報伝達をしております。また、翌事業年度における定時の取締役会の開催日程を毎事業年
度末までに設定し、社外取締役を含む全役員に周知しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

塚本　外茂久 顧問
当社グループの事業全般に対す
る営業支援

非常勤

報酬有
2014/4/1 １年

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

―――

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（１）取締役会

取締役会は、社外取締役６名を含む取締役12名全員をもって構成し、原則として毎月１回開催、必要のある時は随時開催しております。

法令、定款、その他社内規程で定められた事項など重要事項を審議・決定し、業務執行の状況またはその他の必要な情報を報告するとともに取
締役の職務の執行を監督しております。

（２）監査等委員会

監査等委員会は、社外取締役３名を含む監査等委員４名をもって構成し、原則として毎月１回開催、必要のある時は随時開催しております。

（３）グループ経営本部会議

グループ経営本部会議は、代表取締役 社長執行役員が招集し、グループ経営の重要執行方針を協議、決定する機関として設置しており、原則

として毎週１回開催しております。また、必要に応じて代表取締役 会長執行役員に助言を依頼しております。

（４）経営会議

経営会議は、代表取締役 社長執行役員が招集し、グループ経営の調整、方針などを確認・報告する機関として設置しており、原則として毎月１

回開催しております。

（５）指名・報酬委員会

当報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「【取締役関係】」「指名委
員会又は報酬委員会に相当する任意の委員会の有無」「補足説明」をご参照ください。

（６）サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、代表取締役 社長執行役員を委員長に、その直下にコンプライアンス、リスクマネジメント、情報開示、環境経営推

進、ダイバーシティ推進、ガバナンスの各専門委員会を配して、グループ横断的にCSRならびにサステナビリティを推進するマネジメント体制を敷
いております。

（７）監査部

代表取締役 社長執行役員直轄である監査部は、管理本部等との連携によりグループ企業を含め業務活動全般に関し、その妥当性や会社資源

の活用状況、法律、法令、社内規程の遵守状況について監査業務を遂行しております。なお、金融商品取引法の施行に対する内部統制システム
の評価も実施しております。



（８）業務執行

　取締役会の決定に基づき各取締役、執行役員の業務分掌が定められ、それぞれ職務を遂行しております。

（９）監査等委員である取締役の取締役に対する監査・監督

　当社は監査等委員会監査等基準を制定し運用しております。

（10） 監査の状況

　当社における監査は、監査等委員４名により、監査を計画して実施しております。また、PwC Japan有限責任監査法人による監査を受けておりま

す。

（11） 指名、報酬決定

　指名に関しては、当報告書「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」「【コーポレートガ
バナンス・コードの各原則に基づく開示】【原則３－１ 情報開示の充実】」をご参照ください。

　報酬決定に関しては、当報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」「【取
締役報酬関係】」をご参照ください。

（12） 責任限定契約

　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、責任限定が認められるのは、
当該取締役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　監査等委員である社外取締役３名を含む６名の社外取締役から独立した立場での意見を当社経営に反映いただくことにより取締役会の機能強
化が図れると考えております。また、監査等委員は、会計監査人や経営者との定期的な会合を行うなど、経営に関する監視・監査・牽制の体制が
監査等委員４名にて整っております。なお、３名の監査等委員である社外取締役を選任することにより第三者的な見地からの経営監視機能も有し
ており、ガバナンス体制は機能していると考えております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

電磁的方法による議決権の行使
　株主の皆様が議決権を行使しやすい環境をつくることにより多くの株主の皆様の意思を
反映できることから電磁的方法による議決権の行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

　国内外の機関投資家の株主の皆様が議決権を行使しやすい環境をつくることにより多く
の株主の皆様の意思を反映できることから議決権電子行使プラットフォームへ参加してお
ります。

招集通知（要約）の英文での提供 　招集通知の英訳版を作成し、当社ホームページに掲載しております。

その他
　グラフ・写真の活用、カラー化、UDフォントの使用、パソコンやスマートフォンに対応した
招集通知の採用等、株主の皆様にとって見やすく分かりやすい招集通知の作成を心がけ
ています。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

　当社は、ディスクロージャーポリシーを策定し、当社ホームページに掲載して
おります。

（ディスクロージャーポリシー）

　当社は、株主、投資家の皆様に適時、適切な情報をお届けするためにIR活
動を行っております。情報の開示にあたっては、東京証券取引所の定める適
時開示規則に準拠して重要事実を開示するとともに、当該情報を速やかに当
社ウェブサイト（IRサイト）にも掲載いたします。またこのほか当社の判断によ
り、当社をより深くご理解いただくために有効と思われる情報についても、タイ
ムリーに資料配布またはIRサイトに公開してまいります。



個人投資家向けに定期的説明会を開催

　当社は、IR担当役員による「個人投資家向け会社説明会」を開催しておりま
す。2025年度は以下のとおり、２回開催いたしました。

１）2025年９月17日（野村インベスター・リレーションズ株式会社主催）

会場：電気文化会館（愛知県名古屋市）

２）2026年３月24日（野村インベスター・リレーションズ株式会社主催）

会場：WEBセミナー

※説明会の模様は野村インベスター・リレーションズ株式会社のサイトでも配
信しております。

　https://webcast.net-ir.ne.jp/81542603/index.html

　なお、これまでの個人投資家向け説明会のプレゼンテーション資料は、当社

IRサイトに掲載しております。

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/event/event_02.html

なし

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　当社は、中間決算および本決算発表後に、「アナリスト・機関投資家向け決
算説明会」を開催し、代表取締役 社長執行役員およびIR担当役員が業績や経

営戦略について説明しております。

　また、個別の事業案件についてもIR説明会を適宜開催しております。説明者
は原則として代表取締役 社長執行役員が行っております。

2025年度～直近は以下のとおり、開催しております。

<決算説明会>

2025年 ５月22日：2025年３月期本決算説明会

2025年11月27日：2026年３月期中間決算説明会

2026年 ５月28日：2026年３月期本決算説明会

　また、これまでの事業説明会のプレゼンテーション資料は、当社IRサイトに掲
載しております。

　決算説明会：

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/event/event_01.html

　事業説明会：

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/event/event_04.html

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催

　欧米投資家に向けては、企業価値向上のための建設的な対話を目的として
代表取締役 社長執行役員が株主・投資家を訪問しております。

また、アジア投資家に向けては、IR・広報部長が多様な機関投資家に対して当
社の経営方針や業績、成長戦略に関する対話を実施しております。

　2025年度には４月に香港、３月に英国、フランス、シンガポール、台湾の投資
家訪問を実施しました。

この他、海外投資家との面談は、当社を訪問いただくほかWEBを利用した個別
面談や電話会議でも随時対応しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

　財務的な年次報告に加えて、投資家にとって価値のある非財務情報の発信
を目的として、2018年度より統合レポートの制作を開始しました。経営トップが
自らの言葉で語る経営哲学や持続的成長を目指した事業戦略、グローバル企
業としての海外展開、更にはコーポレート・ガバナンスやサステナビリティへの
取組みといったESG情報などを掲載し、統合報告として充実したIR・情報の提
供に努めております。

　統合レポート：

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/ir_library/library_09.html

　また、統合レポートのほか、当社のIRサイトでは、決算短信、決算説明会資
料、有価証券報告書、グループ報告書(株主通信)、などを掲載しております。

　IR資料室：

　https://www.taxan.co.jp/jp/ir/ir_library/index.html

　この他、サステナビリティサイトでは、サステナビリティ中長期経営計画、ESG
に関する取り組み、各種ESGデータなどを掲載しております。

　サステナビリティサイト：

　https://www.taxan.co.jp/jp/csr/index.html

　当社では、IRサイトを通じて掲載コンテンツの充実や適時・適切な情報開示な
ど、株主をはじめ全てのステークホルダーの皆様に当社へのご理解を深めて
いただけるよう努めております。とりわけ、当社の株主構成の中で年々重要度
が増す海外機関投資家に向けて、情報格差が生じないよう、これらの掲載コン
テンツについては日本語および英語による同時開示を心がけております。

　このような取り組みは、日興アイ・アール（株）「2025年度全上場企業ホーム
ページ充実度ランキング」において最優秀賞を連続受賞するなど、外部機関か
らも高い評価をいただいております。



IRに関する部署（担当者）の設置

　戦略的なIR情報発信の強化を目的に、代表取締役 社長執行役員直轄の位

置づけで専任組織を設置し、国内外の株主・投資家に対して精力的なIR活動
を展開しております。

　担当部署：IR・広報部（５名）

　責任者： IR・広報部長 白井一郎

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社ではステークホルダーの立場を尊重し、良好な関係を構築するため、「株主の皆様
や取引先各位、社員等当社グループに関係する皆様に喜ばれる会社となり、社会へ貢献
すること」を基本方針としております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

（１）環境保全活動

当社では、環境問題への取組みを企業活動の重要事項であると認識し、環境への取組
みに関して下記環境方針のもと、全社的な環境マネジメントシステムを組織して全ての事
業活動において、地球環境の保全、汚染の予防など活動しております。また、環境活動を
より促進するために環境経営推進委員会を設置し、CO2排出量の見える化、グリーン調達
やゴミの分別など全社的な活動をしております。

　2023年度よりScope1,2,3のGHG排出量の算定を開始するとともに、2023年度の数値を基
準とし削減目標を、2030年度までに「Scope1+2では42％削減」、「Scope3では25％削減」と
定めました。当社グループでは現状の把握を進めるとともに目標達成に向け取り組んでま
いります。

（環境方針）

　加賀電子グループは、「すべてはお客様のために」 の経営理念のもと、お客様のニーズ

にお応えしつつ、持続可能な社会の実現に向けて、かけがえのない地球を守り、より良い
自然環境の保護と改善に努めます。

　環境方針：

　https://www.taxan.co.jp/jp/csr/conservation/index.html

（２）CSR活動等

加賀電子グループは、CSRならびにサステナビリティの推進を重要な経営課題と捉え、
代表取締役　社長執行役員が委員長となる「サステナビリティ委員会」を設置し、 その直
下には「環境経営推進」「ダイバーシティ推進」「ガバナンス」」「リスクマネジメント」「コンプ
ライアンス」「情報開示」の各専門委員会を配して、グループ横断的にCSRならびにサステ
ナビリティを推進するマネジメント体制を敷いています。さらにSDGsの取り組みに関するグ
ループ全体の連携を強化するとともに、サステナビリティ経営を推進することとして 、同じく
社長直下にサステナビリティ推進部を設置しております。経営トップのコミットメントのもと、
事業部門とも連携して、各委員会を通じて、ESG課題に対する方針や施策・目標の策定、
進捗管理などグループ一体となってサステナビリティの推進に取り組んでおります。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社では、ステークホルダーに対する情報提供等に関しましては、タイムリーディスクロー
ジャーを基本方針として、適時情報を東京証券取引所への開示を実施するとともに、プレ

ス発表やニュースリリースを行っております。その事務局として、サステナビリティ委員会の
下部組織である情報開示委員会にて随時情報開示案件を確認しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１　当社及び当社グループの取締役の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制について

　当社及び当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実が経営上の重要課題と認識し、企業倫理と法令遵守の徹底、内部統制システムの強
化を推進するとともに、経営の健全性・効率性・透明性を確保し、企業価値の向上を図ることを基本的方針としております。

これらの遵守を図るため、取締役については「役員規程」、取締役会については「取締役会規程」が定められており、その適正な運営を確保すると
ともに、定期的に開催する取締役会のほか、必要に応じて機動的に開催する臨時取締役会によって、各取締役相互に業務執行状況の監督を
行っております。また、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及び「稟議規程」を定めることによって、各取締役の権限の範囲の明確化
を図るとともに、各取締役相互の監督を実のあるものとしております。

　さらに当社は、代表取締役　社長執行役員直轄の監査部を設置し、管理本部等との連携により法令・定款その他の社内規程の遵守状況につい
ての監査業務を行っております。

　他方、当社は、監査等委員会設置会社であり、取締役の職務の執行について監査等委員である社外取締役を含めた各監査等委員が精緻な監
査を行っております。

また、代表取締役 社長執行役員を委員長とする「サステナビリティ委員会」を設置し、その直下にコンプライアンス、リスクマネジメント、情報開示、

環境経営推進、ダイバーシティ推進、ガバナンスの各専門委員会を配してグループ横断的にCSRならびにサステナビリティを推進するマネジメント
体制を敷いています。

２　取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制について

　取締役の職務執行に係る情報については、文書の作成及び保存の基準を定めた「文書管理規程」並びに文書の保存手続及び保存年限の詳細
を定めた「文書管理取扱マニュアル」に基づき、その記録媒体の性質に応じて、適正かつ確実な情報の管理及び保存を行っております。

３　損失の危険の管理に関する規程その他の体制について

　当社グループとして可能性のあるリスクには、経済状況、為替レート、カントリーリスク、仕入、自社製品リスク、法的規制、株式市場リスク、重要
訴訟、個人情報、M＆A、貿易コンプライアンス、求償リスク、人財・労務、グループガバナンス、サイバーセキュリティ等に係るものがあり、これらの
リスクについては、それぞれのリスクごとに対応部門を定め、各部門におけるリスク管理責任者の指揮監督のもと、リスク管理のために必要かつ
適正な体制を整備することとしております。

　万が一、上記各リスクが発生した場合には、それぞれの対応部門において、リスク管理責任者の指揮監督のもと、直ちに、損害の発生を最小限
に止めるための必要かつ適正な対応を取ることとしております。

また、サステナビリティ委員会の直下にリスクマネジメント委員会を設置することにより、当社グループでの予見されるリスクへの迅速かつ適正な
対応を取るための体制を整えております。

４　当社及び当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について

　当社及び当社グループの取締役の職務執行を効率的に行うための体制の基礎として、定期的に開催する取締役会のほか、必要に応じて臨時
取締役会を適宜開催することとし、取締役の職務のうち重要事項に関しては、取締役会に先立ち経営会議を開催して、取締役会において充実した
議論と迅速な意思決定を行えるよう事前の協議を行うこととしております。

　他方、当社では委任型・雇用型執行役員制度を導入することによって、経営に関する意思決定・監督機能と業務執行機能の分離を促進し、それ
ぞれの役割を明確化することで取締役会機能及び業務執行機能の強化を図り、迅速な対応が取れる体制を構築しております。また取締役の人数
を適正規模とすることで、十分な議論を行い的確かつ迅速な意思決定ができる体制を整えております。

具体的な職務執行においては、取締役会が全社的な目標を定め、この目標を達成するための中期経営計画を策定し、各事業部門を担当する各
執行役員がこの計画を実現するために必要かつ適切な業務執行体制を確立することとしております。

　また、当社及び当社グループの各取締役の業務の分掌及び職務権限等については、「組織規程」「業務分掌規程」「職務権限規程」及び「関係会
社管理規程」においてそれぞれの職務執行が効率的に行われるよう定めております。

５　当社及び当社グループの使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制について

　当社及び当社グループの使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための行動指針となる「コンプライアンス基本規程」を策
定しております。そして、これを実効性のあるものとするために当社ではサステナビリティ委員会の直下に意思決定機関としてのコンプライアンス
委員会を設置し、また、実行機関としての常設部門であるコンプライアンス部を設置し、当社グループ全体の適正な対応ができるための体制を整
えております。

　また、当社は代表取締役　社長執行役員直轄の監査部を設置し、管理本部等との連携により法令・定款その他の社内規程の遵守状況について
の監査業務を行っております。

　他方、当社及び当社グループの法令及び定款に違反する行為に関しては、他者を介在することなく、かつ通報者の匿名性が担保された内部通
報制度を構築・運用しております。

６　当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制について

　関係会社における業務の適正を確保するために「関係会社管理規程」を定め、これに基づく統制を行うとともに、当社グループ間の調整や重要
な意思決定には当社のグループ経営本部会議及び取締役会での協議及び決定が必要であるとしております。

そして、当社の監査部において、当社の管理本部等と連携をすることによって当社グループの業務活動全般について、グループ全体の統一を図
りつつ、その妥当性や法令及び定款等の遵守状況等についての監査並びに業務改善指導を行っております。

　他方で、当社グループは、全ての取締役会議事録を当社に提出すると共に、毎月定期的にその業務、予算遂行状況及び業務の適正を確保す
るにあ　たり重要な事項についての報告をすることとしております。

７　監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する事項について

　当社の業務分掌規程に監査等委員の職務を補助すべき使用人に関する定めをおき、監査等委員は監査部を中心として、必要に応じて使用人
に監査業務の補助作業を行わせております。

８　監査等委員の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査等委員の使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項について

　当社の業務分掌規程において、監査部等所属の使用人が監査等委員の業務を補助作業する場合には、その作業に関する指揮命令権は監査
等委員のみが有することとし、その異動、評価及び懲戒処分をする場合には監査等委員の同意を必要としております。



９　当社及び当社グループの取締役及び使用人が監査等委員に報告するための体制その他の監査等委員への報告に関する体制について

　当社の取締役は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、「役員規程」に基づき、直ちに当該事実を監査等委員会に
報告しなければならないこととし、監査等委員会への報告が、迅速かつ確実に行われるための体制を整えております。

当社使用人、当社グループの取締役及び使用人が、法令及び定款に違反する事実を発見したとき、または当社及びそれぞれの会社に著しい損
害を及ぼすおそれのある事実を発見したときには、「職務権限規程」に基づき、直ちに監査等委員に対して報告しなければならないこととし、使用
人から監査等委員に対し、直接当該事実を報告することができる体制を整えております。

10　監査等委員への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　内部通報制度を利用した通報（監査等委員会などへの報告も含む）は実名または匿名で行うことが可能であり、通報者の匿名性が担保されてい
ます。また、通報者が不利な取り扱いを受けないことについては、公益通報者保護法に基づき、当社内部通報規程にも定めて、これを確保してお
ります。

11　監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る
方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払または支出した費用などの償還、負担した債務の弁済を請求した時は、その
費用等が監査等委員の職務の執行について生じたものでないことを証明できる場合を除き、これに応じます。

12　その他監査等委員の監査が実効的に行われることを確保するための体制について

　当社においては、監査等委員は取締役会の他に社内の重要会議へ出席しなければならず、また必要があるときは意見を述べなければならない
と定めております。また、「監査等委員会規程」に基づき適切な監査等委員会を運営するとともに、各監査等委員の監査体制のあり方や監査基準
及び監査等委員の行動指針となる「監査等委員会監査等基準」を定めて、各監査等委員の監査が実効的に行われることを確保しております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた対応について

　社会秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは、一切の関係を持たないとともに、同勢力の不当な要求にも妥協せず毅然とした態度で対処
することを基本の考え方として、「コンプライアンス基本規程」及び「就業規則」に規定しております。

　反社会的勢力から不当な要求がある場合は、総務部、サステナビリティ委員会が連携をとりながら、必要に応じて危機管理担当顧問、顧問弁護
士とも協議して組織的に対応しております。また、平素から顧問弁護士との協議や警察等の外部専門機関の会合、研修に参加等を行うことによ
り、情報収集に努めております。

Ⅴその他

１．買収への対応方針の導入の有無

買収への対応方針の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

１．コーポレート・ガバナンス体制

　当社はコーポレート・ガバナンスの充実のため、関係法規制の変更への対応も含めより適正な体制整備に努めております。また、金融商品取引
法の施行に対応した内部統制システムの運用徹底を進めております。

２．情報開示に係る社内体制のチェック機能および社内体制の状況

　当社では、CSR（企業の社会的責任）の重要性に鑑み、サステナビリティ委員会を設立し、その直下に、コンプライアンス委員会、リスクマネジメン
ト委員会、情報開示委員会および環境経営推進委員会、ダイバーシティ推進委員会、ガバナンス委員会を設置して社内体制の充実を図っており
ます。

　また、代表取締役 社長執行役員直轄部門として当社グループの子会社、関係会社からの情報を集中管理する経営企画室を設置しており、別図

の体制にて適時適切な開示に努めております。





［情報開示体制体系図］
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